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【研究ノート】
財政学と予算論の方法にかんする考察
─島恭彦の研究を対象として─
横　田　　　茂
Ⅰ　社会科学としての財政学と予算論
　島恭彦の『財政学概論』が岩波書店から刊行されたのは1963年であった。政治経済学の立場
から日本でオリジナルな財政学を建設した「島財政学」の到達点を示すこの書は，刊行から半
世紀を経たいまも財政学の現代的再生のために参照されるべき「最良の古典」である１）。この
小論は，同書を基礎づけている「社会科学としての財政学と予算論」の方法を明らかにする試
みである。
　島恭彦の財政学は，第２次大戦前にドイツ財政学の影響を受けた日本財政学の主流をのりこ
えようとして体系化された大内兵衛の「社会科学としての財政学」を継承し，その発展をはか
ろうとしたものである。島の予算論も大内によってうち立てられた「社会科学としての予算論」
を継承し発展させたものであった２）。大内は1930年に刊行した『財政学大綱』において，財政
学は政治学および経済学に「特種の地位」を占めて「政治と経済との関係」を研究する「社会
科学の一部門」であり，「政治の経済的基礎」を直接の対象とする財政学は「権力の発生・成育・
転化と経済の発生・成育・転化との相互関係の因果如何の問題」を解明しなければならないと
述べた３）。そして島が自らの財政学説を初めて体系的に著わしたのは1950年に三笠書房から出
版した『財政学概論』であるが，そこには大内財政学を継承する立場が次のように述べられて
いる。
　「社会科学は社会，特に資本主義社会の運動法則をそれの生成，発展，死滅の過程に於いて
把握しようとする。社会科学としての財政学は家政学的な立場を捨てて，財政問題を社会の全
機構の運動の中へ投げ入れて理解しなければならない。そして財政権力を中心として生起する
政治的，経済的作用，反作用と階級闘争，それらの諸力を通じて生成，発展，死滅する財政権
１）宮本憲一「政治経済学としての財政学」日本財政学会（編）『財政研究』第２巻，有斐閣，2006年，113頁。
２）高橋誠「予算論」林栄夫・柴田徳衛・高橋誠・宮本憲一編『現代財政学体系』１，有斐閣，1974年，237
頁。横田茂「予算論の展開」日本財政学会（編）『財政研究』第８巻，有斐閣，2012年，68-80頁。
３）大内兵衛『財政学大綱』『大内兵衛著作集』第１巻，岩波書店，1974年，18－24頁。
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力と財政制度の運動を見究めねばならない。これが社会科学としての財政学の課題である４）。」
　みられるように，ここには「財政権力と財政制度の運動」を資本制社会の運動法則のなかで
とらえる立場が明らかにされている。のちに考察するように，これは島財政学とその予算論を
理解するうえで重要な基本的視角である。
　さて，島は三笠書房版『概論』から13年を経た岩波書店版『概論』の冒頭で，「財政学は，
政治と経済との交流する領域をとりあつかう学問だから，一体それが政治学であるのか，経済
学であるのか，方法論の上で特別にむつかしい問題をかかえている」と述べて，財政学史をふ
りかえり財政学の学問的性格を考察することから始め，その結論として財政学は「政治と経済
との矛盾」を研究対象とする経済学であると規定している５）。その議論をたどってみよう。
　島によれば，財政学が対象とする「政治」とは「経済的な表現をとり，経済的な内容をもっ
た政治」，すなわち不生産的階級の消費＝経費，租税，公債，公共投資などの財政範疇として
現れる「国家権力の経済的側面」のことであって，われわれはこれを「国家の経済的力能」ま
たは「財務行政」と呼ぶことができる６）。
　この国家の経済的力能＝財務行政にはそれに特有の運動法則がはたらいている。島はこの運
動法則について，「国貧しければ，王貧し」と述べたケネーの主張を批判したルソオ『契約論』
の一節「政治の説法者たちが，人民の力はとりもなおさず国王の力なのだから，国王にとって
の最大の利益は，人民が富み栄え，人口が多く，強大であることだと言うだろうが，そんなこ
とを言っても何にもならぬ。国王はそんなことは嘘だということを知っている。国王の個人的
利益は，まず第１に人民が弱くて，貧しくて，国王に反抗する力をもたぬことだ７）。」を引き，
次のよう説明している。
　「このルソオの言葉は，重農主義者の政治と経済との調和論をついたものであると同時に，
国家権力の独自の運動法則を明らかにしたものである。これは絶対主義の国家権力についてい
われるばかりではなく，資本主義国家の国家権力についてもあてはまることである。そして財
務行政は，この国家権力の一部を構成するものとみるならば，財務行政についても独自の運動
法則をみとめねばならない。そういうことをみとめてはじめて，『政治と経済との矛盾』とい
う財政学の対象が明確に設定できるのである。（中略）政治と経済の調和論は，国家権力や財
務行政についての経済主義であり，経済主義的解釈論である。それは，『政治と経済』という
異質のものを，同質のものとして割り切ろうとする立場だからである８）。」
４）島恭彦『財政学概論』経済学全書第10巻，三笠書房，1950年，10頁。
５）島恭彦『財政学概論』岩波書店，1963年，1－2頁。
６）同前，１頁，13頁。
７）Jean-Jacques Rousseau, Du Contrat Social, 1762 , The Political Writings of Jean-Jacques Rousseau, 
with Introduction and Notes by C. E. Vaughan, Basil Blackwell & Mott Ltd., Oxford, 1962 （1st ed., 
Cambridge University Press, 1915）, p.77.
８）島恭彦，前掲書，5－6頁。
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　うえにみられるように，国家の経済的力能に独自の内的運動法則とは，国家権力の執行を物
質的にうらづける財務行政権力に内在する支配力の作用を意味するといえよう。そしてこうし
た財務行政に内在する支配力の作用にかんする認識にもとづいて，財政学における予算論の位
置が以下のように設定された。
　「国家経済（財政）と国民経済との経済的な相互関係には，さまざまの矛盾と対立をふくん
でいるものである。両者は直接的に経済法則によって調整されるのではない。そう考えるのは
経済主義的なあやまりであって，両者の調整は政治的になされるのである。いいかえるならば，
両者の『調整』ということは，国家権力と国民の民主主義運動との対立の中で達成される問題
である。そして民主主義運動の消長の中に，国家の財務行政権をコントロールする手段として
の予算制度の発展と変貌もみられるのである。政治過程や民主主義の諸制度そのものは，財政
学の対象ではない。しかし，予算制度は，財政と国民経済との政治的調整の経済的側面であっ
て，財政学の対象である９）。」
　財政学はこのような意味における「政治と経済」との相互関係に内在する矛盾とその政治的
調整のメカニズムを経済学の方法によって研究するのであるが，財務行政が国家権力の経済的
側面である以上，この経済学は「上部構造と生産関係との相互作用を統一的に認識しうる理論，
あるいは社会科学をその根底にもたなければならない10）。」と島は述べている。この「理論，
社会科学」とは，社会史の発展過程にかんする唯物論的な把握の方法，すなわち唯物史観のこ
とである。ここには，1950年の三笠書房版『概論』で打ち出されていた「財政権力と財政制度
の運動」を資本制社会の運動法則のなかでとらえるという「社会科学としての財政学」の立場
が，あらためて示されているといえよう。
　林栄夫はこうした島財政学の方法を評して，「単に資本主義発展の各段階におけるそれぞれ
の国の財政政策ないしは経済政策の歴史的意義と限界を解明しようとしているだけではなく，
そのような資本主義発展の各段階に対応する財政現象を貫いてこれを根本的に規定している内
在的法則性を求めようされているものである11）」と述べた。
　さて以上の考察から明らかなように，島財政学とその予算論の支柱となっているのは，上部
構造と生産関係との相互作用を統一的に認識する理論（唯物史観）に立脚する経済学によって，
国家の経済的力能の内的運動法則（財務行政の支配力の作用）を認識するという方法である。
では，島財政学において国家の経済的力能の内的運動法則はどのように認識されているのだろ
うか？
　この問題に解答を得るには，岩波書店版『概論』の各章を構成している財務行政の諸側面，
９）同前，14頁。
10）同前，14頁。
11）林栄夫「財政学方法論」林・柴田・高橋・宮本編『現代財政学体系』１，前掲書，50頁。
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すなわち経費，租税，公信用と公共投資，地方財政（中央政府と地方政府との財政的連関）の
個々の内容に即して，具体的・体系的に論証しなければならないだろう12）。しかしこの小論で
は，まず島がこの法則の解明のためにマルクスの唯物史観とその経済学から摂取しようとした
分析視角を検討したい。以下に取り上げるのは，島が池上惇との共同執筆により発表した論文，
「マルクスにおける『国家と経済』」である。島はこの論文で『ドイツ・イデオロギー』と『経
済学批判要綱』を中心とするマルクスの理論を研究している。1968年に発表されたこの考察は，
これまで注目されることがなかったが，『概論』の諸章の根底にすえられている理論を理解す
るための手がかりとなると思われるのである。
Ⅱ　国家と市民社会─『ドイツ・イデオロギー』を中心に─
１　市民社会の構図
　島はまず，『経済学批判』の「序言」におけるマルクスの言葉を引用し13），自らの考察の輪
郭を次のように述べている。マルクスは，法律諸関係や国家諸関係の物質的根底を明らかにす
るために，市民社会の解剖にとりかかったのであるが，国家をそれ自体の運動と構造のなかに
ふくんでいる「市民社会の構図」は，すでに『ドイツ・イデオロギー』になかにえがかれてい
た。この「市民社会の構図」には，後年のいわゆる「経済学プラン」の骨格がふくまれ，そし
て後年の経済学研究は，『ドイツ・イデオロギー』段階の市民社会の分析をいっそう前進させ
たものである14）。以下では，この輪郭を念頭におきつつ，島の考察の道筋をたどってゆこう。
　さて，マルクスとエンゲルスによって1845年から46年に書かれた『ドイツ・イデオロギー』は，
二人によるヘーゲル哲学の批判と唯物史観の確立過程における一つの到達点であり，またヘー
ゲル的な観念的国家論の批判と唯物論的な国家論の確立過程における一つの到達点を示してい
る。島は，その到達点から「市民社会と国家の関係」をとらえる四つの視点を取り出している。
　第１は，市民社会（人間の物質的な生活諸関係）とその歴史を，国家，宗教，道徳などの全
12）地方財政については，拙稿「財政の社会過程分析と財政学－都市財政研究における学際的交流と継受－」
関西大学商学会『商学論集』第60巻第１号，2015年６月号，所収。
13）「私を悩ました疑問の解決のために企てた最初の仕事は，ヘーゲルの法哲学の批判的検討であって，その
仕事の序説は1844年にパリで発行された『独仏年誌』に掲載された。私の研究が到達した結果は次のこと
だった。すなわち，法的諸関係ならびに国家諸形態は，それ自体からも，またいわゆる人間精神の一般的
発達からも理解されうるものではなく，むしろ物質的な生活諸関係に根ざしているものであって，これら
の諸関係の総体をヘーゲルは，18世紀のイギリス人とフランス人の先例にならって『市民社会』という名
のもとに総括しているのであるが，しかしこの市民社会の解剖学は経済学のうちに求められなければなら
ない，ということであった。」K. Marx, Zur Kritik der Politischen Ökonomie, Vorwort, 1859, MEW, Bd.13, 
S.8（『マルクス・エンゲルス全集』大月書店，第13巻，６頁）。
14）島恭彦・池上惇「マルクスにおける『国家と経済』」京都大学経済学会『経済論叢』第102巻第５号，
1968年12月，79頁。
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歴史の基礎としてつかむとともに，国家その他と市民社会との相互作用をとらえようとする視
点である。マルクス，エンゲルスは次のように述べる。
　「（前略）この歴史観の基本は，現実的生産過程を，それも直接的生の物質的生産から出発
しながら，展開し，この生産様式とつながりそれによって産出された交通形態，すなわち，さ
まざまな段階における市民社会を全歴史の基礎としてつかみ，そしてそれをその国家としての
行動において明らかにしてみせるとともに，また宗教，哲学，道徳等々，意識のありとあらゆ
るさまざまな観想的な産物と形態を市民社会から説明し，そしてそれらからのその成立過程を
跡づけるところにあるのであり，その場合にはおのずから事柄もそれの全体性において（それ
ゆえさまざまな側面の相互作用も）明らかにすることができる15）。」
　第２は，「市民社会と国家」の相互作用が展開する空間的構図をとらえる視点である。すな
わち，
　「市民社会は生産力のある特定の段階の内側における諸個人の物質的交通の全体を包括する。
それは一つの段階の商業的および工業的生活の全体を包括するのであって，そのかぎりそれは，
なるほど別の面ではそれなりに外にたいしては国民として認められ，内にあっては国家として
編成されざるをえないとはいえ，国家と国民を越えたものである。市民社会ということばは18
世紀において，所有関係がすでに古代および中世的共同体から脱け出ていた時に現れた。市民
社会らしい市民社会はやっとブルジョアジーとともに展開する16）。」
　ここで「18世紀において，所有関係がすでに古代および中世的共同体から脱け出ていたとき
に現れた市民社会」と言われているのは，のちにマルクスの経済学の対象とされる資本制社会
（資本制生産様式が支配的に行われている社会）のことであるが，島は，その市民社会が内的
には国家として編成され，外的には国家を越えて拡大するという指摘に注目している。それは，
市民社会がそのグローバルな構造と運動過程に国家を組み入れていることを意味しているから
である。
　第３は，この市民社会の構造と運動過程への国家の組み入れの「内実」をえぐり出す視点で
ある。マルクス，エンゲルスは次のように述べる。
　「中世から出てくる諸民族の場合，部族所有は封建的土地所有，団体的動産所有，マニュフ
ァクチュア資本といった種々の段階を経て現代的な資本，つまり大工業と一般的競争が要請す
るような資本にまで発展してゆく。これは公共物とみえる外観をことごとく脱ぎ捨てて所有の
発展にたいする国家のあらゆる干渉を排除したところの純粋な私的所有である。この現代的私
的所有に対応するのが現代的国家であって，この国家は租税をつうじてしだいに私的所有者た
ちに買いとられ，国債制度をつうじてすっかり彼らの掌中に落ち，そしてその存在は取引所で
15）K. Marx, F. Engels, Deutsche Ideologie, I , Feuerbach, 1845-1846, MEW, Bd.3, SS. 37-38（『全集』第３巻，
33頁）。
16）Ibid., S. 36（同前，32頁）。
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の国債証券の騰落というかたちで，私的所有者であるブルジョアが国家に与える商業信用いか
んにすべてかかることになった17）。」
　以上のように私的所有者に買いとられ資本の運動に従属している国家の姿が明らかにされ，
そこから国家の本質は私的所有を保護しようとするブルジョアジーの組織に他ならないと規定
される。すなわち「ブルジョアジーは，それが階級
4 4
であってもはや身分
4 4
ではないという理由か
らしても，いやおうなしに，もはや地方的でなく全国的な規模で組織され，それの平均的利益
になにか普遍的な形態を与えざるをえない。私的所有が公共物[共同体]から解き放たれたこと
によって，国家は市民社会とならんでその外にある一つの特別な存在物となったのであるが，
しかしそれはブルジョアが対外的にも対内的にもその所有とその利益を相互に保障し合うため
にどうしても持つことにならざるをえない組織の形態にすぎぬ18）。」
　第４は，こうした「市民社会と国家の関係」の根本的変革の必然性を展望する視点である。
先にみたように，マルクス，エンゲルスによれば「市民社会は生産力のある特定の段階の内側
における諸個人の物質的交通の全体を包括する」のであるが，そこにおける自然発生的分業（労
働の分割）による生産力の発展がある段階に達すると，この生産力と交通手段は既存の諸関係
のもとでは禍の因となり，破壊力に転化して，市民社会と国家から締め出されている一つの階
級（労働者階級）に一切の重荷を負わせることとなる。そしてこの市民社会の矛盾は国民と国
家を越えたグローバルな場（世界市場）において展開するのである。以下に，島が注目してい
る文章の一つを引用する。
　「労働の分割によって必須となったさまざまな個人の協働ということから生じる幾層倍にも
なった生産力，この社会的力はこれらの個人には，協働そのものが自由意志的ではなく，自然
発生的であるがゆえに，彼ら自身の統一した力としては現れないで，なにか疎遠な，彼らの外
にある強制力として現れる。（中略）
　この『疎外
4 4
』─哲学者たちにわかる言い方をつづけるなら─は，当然ただ二つの実践的
4 4 4
前提
のもとでのみ廃棄されうる。それが『耐えられぬ』力，つまり人々の反逆を招く力となるため
には，富と文化─このいずれもが生産力の大きな向上，その高度な発展を前提とする─の世界
が現に存在しているにもかかわらず，そのただなかで疎外によってビタ『一文なしの』人類大
衆が生みだされているということがなければならないし，─そして他面，生産力のこの発展（こ
れにともなってすでに人間たちの局地的な在り方にとってかわった彼らの世界史的
4 4 4 4
な在り方の
うちに生活現実が経験的事実として存在するようになっている）は絶対に必要な実践的前提な
のである。なぜなら，それなしにはただ欠乏のみが普遍化され，したがってやむをえない必要
4 4
にともない必須物のための争いも再燃して，旧弊のことごとくがまたもや出そろってくるにち
がいないからであり，さらにはまた，ただ生産力のこの普遍的な発展とともにのみ人間たちの
17）Ibid., S. 62（同前，57－58頁）。
18）Ibid., S. 62（同前，58頁）。
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普遍的
4 4 4
な交通が実現し，それゆえこの普遍的
4 4 4
な交通は一方において『文なし』大衆の現象をあ
らゆる民族のうちに同時に生みだし（普遍的競争），それらの諸民族のそれぞれを爾余の民族
の変革に依存させ，そしてとどのつまりは世界史
4 4 4
的な，経験において普遍的な諸個人を局地的
な諸個人にとって代わらせているからである19）。」
２　「労働と所有の同一視」という問題
　島は，以上四つの視点によってとらえられた，国家をグローバルな運動と構造のなかに組み
入れた「市民社会の構図」には，すでに後年の「経済学プラン」の骨組がふくまれているが，
その叙述には「私的所有と階級という概念が，交通あるいは交換によって媒介される自然発生
的分業＝労働の分割という概念と同一視され，前者（所有と階級）が後者（分業）から導き出
される」という論理の運びが，なお所々にみられる点が問題であると指摘している20）。たとえ
ば以下のような文章である。
　「（前略）労働の分割ということばと私的所有ということばはおなじことを言っているので
あって，─ 一方がはたらきにかんして言っていることを，他方がはたらきの産物にかんして
言っているだけのことである21）。」この文章では，明らかに「労働」と「所有」とが同一視され，
したがって所有者と非所有者との区別と対立が明らかにされていない。
　さらにこれにつづく文章では，「市民社会」が狩人，漁師，牧者など私的所有者の分業，所有，
交通（交換）の体系としてつかまれ，「国家」は，そうした諸個人の特殊な私的利益と交通（交
換）しあうすべての個人の共同の利益との矛盾を止揚して独立した，普遍的な利益の形態とし
て（しかし幻想的な共同性として）把握されている22）。
　島によれば，こうした「市民社会の構図」にみられる問題点は，『ドイツ・イデオロギー』
の段階では，市民社会をその根本的矛盾へ掘り下げてゆく経済的分析がまだ進んでおらず「資
本制生産と私的所有によって基礎づけられ，位置づけられた諸階級の関係，つまり『生産関係』
の本質が明確につかまれていない23）」という限界を示しているのである。そこには，スミス，
セイ，リカードウなどイギリスやフランスの「国民経済学」（古典経済学）の「商
コマーシャル・ソサイエティ
業社会論」や，
それを摂取して書かれたヘーゲルの市民社会論の痕跡がまだ所々に見出されると，島は指摘す
る。こうした限界の根本に存在したのは「労働と所有の同一視」という問題であり，私的所有
と国家にかんする自然法的弁護論の影響であった24）。そしてこれらの限界は，その後における
経済学研究の深化の過程で克服されるのである。
19）Ibid., SS. 34-35（同前，30－31頁）。
20）島・池上，前掲論文，87頁。
21）K. Marx, F. Engels, Deutche Ideology, I, Feuerbach, op. cit., S.32（『全集』第３巻，28頁）。
22）Ibid., S.33（同前，29頁）。
23）島・池上，前掲論文，88頁。
24）同前，88-89頁。
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Ⅲ　国家と私的所有─『経済学批判要綱』を中心に─
１　私的所有の弁護論批判の視角
　マルクスは『ドイツ・イデオロギー』から11年を経た1857年に執筆した『経済学批判要綱』
への「序説」において，「ここで問題なのは，経済的諸関係が種々さまざまの社会形態の継起
のうちに歴史的に占める関係ではない。ましてや，（歴史の運動のぼやけた表象である）『理念
における』（プルードン
4 4 4 4 4
）それらの序列が問題なのではない。問題なのは，近代ブルジョア社
会の内部でのそれらの仕組みである25）。」と述べ，書かれるべき経済学の編別構成（プラン）
を以下のように示した。そこには，『ドイツ・イデオロギー』に構想されていた，国家をグロ
ーバルな構造と運動過程に組み入れた「市民社会の構図」が，その後における経済学研究の深
化を反映した経済学の諸範疇の体系としてあらわされている。
　１）一般的・抽象的諸規定（中略）。２）ブルジョア社会の内的仕組みをなし，また基本的
諸階級が存立する基礎となっている諸範疇。資本，賃労働，土地所有。それらの相互の関係。
都市と農村。三大社会階級。これらの諸階級間の交換。流通。信用制度（私的）。３）国家の
形態でのブルジョア社会の総括。それ自体との関係での考察。「不生産的」諸階級。租税。国債。
公信用。人口。植民地。移住。４）生産の国際的関係。国際的分業。国際的交換。輸出入。為
替相場。５）世界市場と恐慌26）。
　さて，この編別構成の第３項は，マルクスがブルジョア社会の諸階級の存立の物質的基礎と
なっている経済学的諸範疇を明確にしたあと，それらの階級関係（生産関係）を総括する「国
家」を経済学の対象として考察する予定であったことを示している。だが周知のように，マル
クスは『経済学批判』や『資本論』などの諸著作で，ブルジョア社会を構成する諸範疇を叙述
するのに必要な限りで国家について論究してはいるが，「国家のブルジョア社会におよぼす影
響そのもの」（国家の経済的力能）について体系的に考察した著作はのこしていない。しかし
25）島の文献研究は高木幸二郎監訳『経済学批判要綱』（大月書店，1959－1965年）によって行われているの
で，この小論でもそれにしたがって出典を示したうえで，島の研究のあとに新たに訳出・刊行された『マ
ルクス資本論草稿集』（大月書店，1978－1994年）における対応箇所の頁をあわせて注記する。K. Marx, 
Grudrisse der Kritik der Politischen Ökonomie, 1857－1858, Dietz Verlag, Berlin, 1953, S. 28（高木幸二郎
監訳『経済学批判要綱』第Ⅰ分冊，29－30頁，『マルクス資本論草稿集』①，61頁）。
26）Ibid., SS.28－29（『要綱』第Ⅰ分冊，30頁，『草稿集』①，62頁）。島は，1857年11月に書かれた「プラン」
の後半体系，「外側にむかっての国家，すなわち，植民地。外国貿易。為替相場。国際的鋳貨としての貨幣。
─最後に，世界市場。ブルジョア社会が国家をのりこえて拡進すること。恐慌。交換価値に立脚する生産
様式と社会形態の解体。個人的労働を社会的労働として，またその反対に，措定すること。」（Ibid. S.175，『要
綱』第Ⅱ分冊，185頁，『草稿集』①，311頁）には，世界市場において市民社会の根本的変革の必然性を展
望した『ドイツ・イデオロギー』の思想が，きわめて近似したかたちで再現されていると述べている（島・
池上，前掲論文，86頁）。
65財政学と予算論の方法にかんする考察（横田）
島は，『経済学批判要綱』にはこの考察に「欠くことのできない視角」がみいだされると述べ
ている。それは「ブルジョア経済学とブルジョア国家論の共通の根にある私的所有の自然法的
弁護論を批判する視角」である27）。以下に，この視角を読み取る島の視点に注意しつつ，マル
クスの弁護論批判を読んでゆこう。
２　18世紀の弁護論に対する批判
　マルクスはまず，『経済学批判要綱』への「序説」の冒頭で，スミスやリカードウの経済学
にみられる「自立の個人」という「18世紀の表象」を次のように批判している。
　「（前略）スミスやリカードウが出発点とする個々の孤立した猟師や漁夫は，18世紀流のロ
ビンソン物語という，幻想をともなわない構想物の一つではあるが，けっして文化史家の考え
るように，たんに過度の洗練醇化にたいする反動や，誤解された自然生活への復帰を表現する
ものではない。（中略）それはむしろ，16世紀以来準備されて18世紀にその成熟への巨歩をす
すめた『市
ブルジョア
民社会』を予想している。この自由競争の社会では，個々人は，それ以前の歴史時
代に彼を一定のかぎられた人間集団の一員にしていた自然の紐帯その他から解放されて現れ
る。スミスやリカードウがまだまったくその影響下にあった18世紀の予言者たちは，18世紀の
こうした個人─　一方では封建的社会形態の解体の産物であり，他方では16世紀以来新たに発
展した生産諸力の産物である─を，過去に実在した理想として思いうかべていたのである。歴
史の結果としてではなく，歴史の出発点として。なぜなら，そのような個人は，自然に従うも
のとして，人間性についてのかれらの表象にふさわしく歴史的に成立したものではなく，自然
によって措定されたものとおもわれたからである28）。」
　しかしマルクスによれば，歴史をさかのぼればさかのぼるほど，生産する個人は自立してい
ないものとして，家族や種族などの全体に属するものとして存在していた。社会の外で孤立し
た個人の生産などはありえないばかりではなく，人間はそもそも社会の内部でだけ自己を個別
化することのできる動物であって，文字どおりの意味で「社会的動物」である29）。
　上の文章でマルクスは，「16世紀以来準備されて18世紀にその成熟への巨歩をすすめた市民
社会」を「封建的社会形態の解体と16世紀以来新たに発展した生産諸力の産物」であるとして
いるが，それは彼が『ドイツ・イデオロギー』で述べていた「所有関係が古代および中世的共
同体から脱け出たときに現れ」ブルジョアジーとともに発展してきた資本制社会のことである。
島はこの文章について次のように述べる30）。
　「18世紀の予言者」は，この資本制的所有を自然にかなった永遠的な（歴史的ではない）形
27）同前，91-92頁。
28）K. Marx, Grundrisse, SS.5-6（『要綱』第Ⅰ分冊，１頁，『草稿集』①，25-26頁）。
29）Ibid., S.6（『要綱』第Ⅰ分冊，６頁，『草稿集』①，26－27頁）。
30）島・池上，前掲論文，88－91頁。
関西大学商学論集　第61巻第１号（2016年６月）66
態として擁護するために，いわゆる「自然状態」における個人の労働および労働によって獲得
された動的財産などの所有と，より発達した社会である「政治社会」における所有（資本制的
所有）とは連続した同一のものであって，国家がこの所有の安全を保障することは永遠の自然
的法則にもとづくものであると述べた31）。そして，こうした観念の影響下にあった18世紀の経
済学者も「政治社会」における所有を弁護するために，その社会に先行する「自然状態」の考
察へと遡及している32）。それゆえマルクスもまた，資本制社会に先行する社会における労働と
所有の未分化の状態にさかのぼり，そこから資本制社会へ移行する過程を考察して，資本制的
所有の歴史性を明らかにしようとした33）。
　マルクスがこの「資本制生産に先行する諸形態」の考察で明らかにしたのは，前期的社会の
土地所有者や生産手段の所有者たちが，土地や生産手段をうばわれ，一方では生産手段の一切
を資本として所有して他人の労働を買う資本家，他方では一切の所有から分離されて労働力能
を売る賃労働者たちとの関係が成立する過程であった。そして，この本源的蓄積の過程におい
て国家権力は，自然法的弁護論者がいうように所有を保護するのではなく，所有者から土地や
生産手段を収奪する力としてはたらく。マルクスは，こうしてつくりだされた資本の生産と流
通の過程の分析をとおして労働力商品と剰余価値という範疇を確立することにより，『ドイツ・
イデオロギー』にみられた「労働と所有の同一視」という問題点を克服し，形式的・法的には
自由平等とみえる「資本と労働との交換」のうちに新たな隷従と苦役がかくされている資本制
生産関係の本質を明らかにしたのである34）。
31）John Locke, Two Treatises of Government, BookⅡ, Chap.9 ; Quensnay, Le droit naturel. 1690年（鵜飼
信成訳『市民政府論』岩波書店，1967年，127－132頁）。
32）「（前略）かように狩猟者の間には正規の政府は存在せず，彼等は自然の法則に従うて生活していた。財
産の不平等を導き入れた羊と牛の領有は，はじめて正規の政府の成立をうながした要因であった。所有権
が存在しないうちは，いかなる政府も存在しえないのであって，実に政府の目的こそは，富を安全にし，
富者を貧者から防衛するところにある。」Adam Smith, Lectures on Justice, Revenue and Arms, (ed. by 
Cannan), Oxford, at the Clarendon Press, 1896, p.15（高島善哉・水田洋訳『グラスゴウ大学講義』日本評
論社，1946年，107頁，訳文は島による）。
33）K. Marx, Grudrisse, SS. 375-413（『要綱』第Ⅲ分冊，407－450頁，『草稿集』②，117－178頁）。
34）マルクスは，いわゆる「領有法則の転回」について次のように述べる。「剰余資本Ⅰが，対象化された労
働と生きた労働力能とのあいだの単純な交換─それらにふくまれた労働量または労働時間によって評価さ
れたものとしての等価物の交換の法則に完全に立脚している交換─によって，つくりだされたのであるか
ぎり，そしてこの交換が法的な言い方をすれば，各人の自己の生産物の所有権（Eigentumsrecht）とその
自由な処分権（Disposition）だけを前提にしていたかぎり
4 4 4
─だが剰余資本ⅡのⅠにたいする関係が，それ
ゆえこの最初の関係の帰結であるかぎり─，弁証法的な転回がおこなわれるのをわれわれは見る。（中略）
所有権は，一方では他人の労働を領有する権利に転回し，他方では自己の労働の生産物と自己の労働自身
とを，他人に属する価値として侵してはならない義務に転回する。所有権ということばで言い表されてい
たところの本源的な手続きとして現れていた等価物の交換は，一転して，一方ではただ仮象上の交換がお
こなわれるにすぎなくなる。（中略）所有と労働，いやむしろ富と労働とのあいだの完全な分離が，いまや
それらのものの同一性から出発した法則の帰結として現れる。」Ibid., SS.361-362（『要綱』第Ⅱ分冊，392
─393頁，『草稿集』②，97頁）。
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３　19世紀の弁護論に対する批判
　近代の法治国家は，以上のような法的関係における私的所有者相互の平等の発展が，経済的
関係における所有者と非所有者の搾取関係の再生産に基礎づけられている資本制社会の構造の
うえに成立した法的・政治的上部構造である。そこには国家の法的形態と生産関係とが相互に
媒介しあいながら統一されているが，ここにみられる上部構造と生産関係との矛盾は，生産関
係それ自体に内在する矛盾（交換過程における販売者と購買者の平等な交換を前提として，生
産過程における直接的生産者の剰余労働の資本家による領有が成立し，また後者の再生産が前
者の発展の条件になるという関係）に根ざしている。そしてこの国家の意思決定に参加するこ
と（参政権）は所有者階級の特権であって，その権力は資本制的所有を保護する力能としては
たらくのである。島はこのことについて，『要綱』への「序説」における以下の文章に注目し
ている。それは，マルクスの同時代である19世紀に，社会主義による批判に対抗して再生した
資本制的所有の弁護論を批判するものである。
　「経済学では総論をまえおきにすることがはやっている。『生産論』と題されているのがま
さにそれである─（たとえばJ.St.ミルを見よ）。そこではすべての生産の一般的諸条件
4 4 4 4 4 4
が取扱
われる35）。」
　「生産は，むしろ─たとえばミルを見よ─分配などとはちがって，歴史から独立した永遠の
自然法則のわくにはめこまれたものとして叙述されなければならず，しかもそのついでに，こ
のばあい，ブルジョア的
4 4 4 4 4 4
諸関係が社会一般のくつがえしがたい自然法則として，まったくこっ
そりとおしこまれるのである36）。」
　生産が「一般的・永久的な自然関係」であるならば，生産物の所有の安全を保障する司法や
警察もまた自然的なものということになるだろう。こうして生産におけるブルジョア的諸関係
（資本制生産関係）を保護する国家が，「社会一般のくつがえしがたい自然法則」として，こっ
そりと弁護される。マルクスは，分配について，「すべての経済学者がこの項目のもとにおく
二つの主要点は，１）所有。２）司法・警察等々によるその保護である37）」と述べて，この弁
護論を批判している。
　「２）にたいして。既得物の保護等々。この陳腐なことばは，これをその実際の内容に還元
35）Ibid., S.8（『要綱』第Ⅰ分冊，８頁，『草稿集』①，29頁）。
36）Ibid., SS.8-9（『要綱』第Ⅰ分冊，９頁，『草稿集』①，31頁）。「生産一般に妥当する規定が分離されなけ
ればならないのは，まさに，主体である人間と客体である自然とがどこでも同じだということからすでに
生じる統一のために，本質的な差別をわすれてはならないためでる。この差別をわすれるところに，たと
えば現存の社会関係の永遠性と調和とを証明する近代の経済学者の知恵がつきるのである。（中略）資本は，
なによりもまず生産用具でもあり，過去の客体化された労働でもある。だから資本は，一つの一般的・永
久的な自然関係である，と。すなわち，もしも私が，『生産用具』，『蓄積された労働』をはじめて資本とす
る特有のものをとりさってしまうならば，そのとおりである。」Ibid., S.７（『要綱』第Ⅰ分冊，７頁，『草
稿集』①，28－29頁）。
37）Ibid., S.9（『要綱』第Ⅰ分冊，９頁，『草稿集』①，31頁）。
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すれば，その説教者たちの知っている以上のことを物語る。すなわち，生産形態はいずれも，
それ自身の法律的諸関係，統治形態等々を生みだすということを。粗雑さと無理解とは，有機
的に一体をなしているものを偶然的な形で相互に関係させ，ただの反射関連にもっていくとい
う点にある。ブルジョア経済学者たちはただ，近代的警察をもってしたばあい，たとえば拳の
権利のばあいよりも，もっとうまく生産させることができるということだけを思いうかべてい
る。彼らはただ，拳の権利もまた権利であるということ，この強者の権利（Recht）がちがっ
た形態で彼らの『法治国』（Rechtsstaat）にもまた生きつづけているということを，わすれて
いるのである38）。」
　「拳の権利」「強者の権利」とは，封建制社会において土地所有者の農奴に対する人格的支
配関係をささえていた裸の権力的命令のことであるが，マルクスは，この権力が資本制社会に
おける法治国家にもかたちを変えて生きのびていることを指摘しているのである。
　さて，島はさらに，19世紀におけるケアリとウェイクフィールドの弁護論に対するマルクス
の批判に注目している。ここでは，これまでの議論との関連がより深いウェイクフィールドの
植民理論に対する批判を取りあげよう。マルクスは「ウェイクフィールド
4 4 4 4 4 4 4 4 4
の理論は，近代的土
地所有を正しく理解するのに限りなく重要である39）」と述べ，『要綱』の多くの箇所で論及し
ているが，それに対するまとまった批判は，『資本論』第１巻の最終章，「近代植民理論」の冒
頭で次のようにおこなわれている。
　「経済学は二つの非常に違う種類の私的所有を原理的に混同している。その一方は生産者自
身の労働にもとづくものであり，他方は他人の労働の搾取にもとづくものである。後者は単に
前者の正反対であるだけではなく，ただ前者の墳墓の上でのみ成長するものだということを，
経済学は忘れているのである。
　ヨーロッパの西部，経済学の生まれた国では，本源的蓄積の過程は多かれ少なかれすでに終
わっている。そこでは，資本制的支配体制は，国民的生産全体をすでに直接に自分に従属させ
ているか，または，事情がまだそこまで発展していないところでは，この体制のかたわらに存
続してはいるがしだいに衰退してゆく社会層，時代遅れの生産様式に付属している社会層を，
少なくとも間接には，支配している。この完成した資本の世界に，経済学者は，事実が彼のイ
デオロギーを非難する声が高くなればなるほど，ますますやっきになり夢中になって前資本制
世界の法律観念や所有観念を適用するのである。
　植民地ではそうではない。植民地ではどこでも資本制的支配体制は，自分の労働条件の所有
者として自分の労働によって資本を富ませるのではなく自分自身を富ませている生産者という
妨害にぶつかる。植民地ではこの二つの正反対の経済制度の矛盾が，両者の闘争のなかで実際
に現われている。資本家の背後に本国の権力があるところでは，資本家は，自分の労働にもと
38）Ibid., SS.9-10（『要綱』第Ⅰ分冊，10頁，『草稿集』①，32－33頁）。
39）Ibid., S.190（『要綱』第Ⅱ分冊，200頁，『草稿集』①，333頁）。
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づく生産・取得様式を暴力によって一掃しようとする。（中略）
　E.G.ウェイクフィールドの大きな功績，それは，植民地についてなにか新しいことを発見し
たということではなく，植民地で本国の資本制的諸関係についての真理を発見したということ
である。その本源での保護貿易制度が本国での資本家の製造に努めたように，一時はイギリス
が法律によって実行しようとまでしたウェイクフィールドの植民理論は，植民地での賃金労働
者の製造に努めるのである。これを彼は“systematic colonization”（組織的植民）と呼んでいる40）。」
　上掲の文章でマルクスは，イギリス本国において完成した資本制生産関係の矛盾が明らかに
なり，それに対する社会的批判が高まると，「他人の労働の搾取にもとづく所有」に「自己の
労働にもとづく所有」の観念（前資本制世界の法律観念や所有観念）を適用して，資本制的所
有を擁護するブルジョア経済学が，植民地における独立生産者の所有に対しては，資本制生産
を阻む要因として国家権力によるその収奪を主張するという，自己撞着を批判しているのであ
る。
　さて，島は以上の考察を総括して次のように結論を述べる。
　マルクスがここで明らかにしているのは「所有の保護と所有の収奪を同時にみとめなければ
ならない」ブルジョア経済学とその国家論の矛盾であるが，それはまたブルジョア国家の機能
そのものの矛盾を表わしている。そしてこの矛盾は18世紀と19世紀の国家だけにみいだされる
のではない。「一方で所有を保護し，他方で収奪するという国家機能の分裂症状は，19世紀か
ら20世紀の独占段階へ，資本制生産の矛盾がいよいよ深まり，国家の経済に対する多様な介入
がますます必要とされる段階で，あらわになってくるであろう41）。」
　これはマルクスのブルジョア経済学批判から島が摂取した「国家の経済的力能の分析にとっ
て欠くことのできない視角」をあらわす言葉であると思われる。
Ⅳ　財政学の体系と予算論の方法
　島財政学の支柱となっているのは，唯物史観に立脚する経済学によって，国家の経済的力能
（財務行政権力の支配力の作用）の内的運動法則を認識するという方法であった。そしてこれ
までの考察で明らかなように，島はこの法則を認識するために，マルクスの理論から「一方で
所有を収奪し，他方で所有を保護する」という国家の経済的力能の根底に内在する矛盾をとら
える視角を摂取しているといえよう。
　島は『財政学概論』のなかで，国家の経済的力能を組み入れた資本制経済の発展傾向につい
て次のように述べている。
40）K. Marx, Das Kapital, BuchⅠ, MEW, Bd..23, SS. 792-793（『全集』第23巻，第２分冊，997-998頁）。
41）島・池上，前掲論文，95頁。
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　「資本主義経済の発展は，それ以前から存続していた手工業者や農民などの自立的小生産者
から生産手段をうばい，生産手段を失った賃労働者を資本主義的工場へひきよせる。生産手段
が小生産者の手を離れて，両者が工場へ集中されるという点からみれば，生産力の発展であり，
生産力の社会化であるが，生産手段（資本）と労働力とが資本家の所有と管理のもとに入ると
いう点からみれば，私的所有の発展である。この生産力の社会的性質と所有の私的性質との矛
盾は，資本主義の基本的矛盾
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
といわれ，この基本的矛盾は賃労働と資本の階級闘争の形であら
われる。（中略）そういう階級闘争の中で，一方で労働者階級を弾圧する国家権力が拡大され，
他方で階級間の利害を調和しようとする社会的統制（社会立法）が発達してくる。そのような
社会立法の最初の形として，19世紀のイギリスでは工場法がつくられた。工場法は労働時間を
短縮し，資本家の労働者に対する露骨な搾取を制限する作用をもっていた42）。」
　ここには，上部構造としての国家と生産関係との相互作用のなかに，資本蓄積と階級闘争を
媒介として「所有の収奪と所有の集中」をおしすすめる力とこれを規制する力との作用と反作
用がはたらいていることが指摘されている。イギリスに最初の近代的工場法が成立したのは
1833年であるが，この規制が家内工業をふくむほとんどすべての作業場に拡張されたのは1860
年代であった。そしてこうした「工場内での資本の専制」に対する規制の動きとからみあって，
所有者階級の特権であった参政権を国民に開放し議会を改革することを求める政治運動が展開
するのであるが，それと並行する形で財政制度の改革がすすみ，1866年に国庫および会計検査
院法（Exchequer and Audit Department Act）が成立する。周知のように，同法は1688年の
名誉革命による「財政にかんする議会主権」の確立から約２世紀にわたった財政立憲主義と予
算制度の成立史における到達点であった43）。こうして近代的予算制度は国家と市民社会との政
治的・経済的相互関係を媒介すると同時に，立憲国家の財政権力をめぐる議会の財政統制と執
行府の財務行政との関係を，前者を後者の上位におく形式で媒介し財政民主主義を担保する制
度として生成したのである。そして欧米の他の諸国やわが国の予算制度も，19世紀から20世紀
の第１次大戦前後までに成立する44）。
　さて，以上の考察をふまえて，この節では島財政学における予算論の位置と方法を考察しよ
う。島はまず『概論』の第１章で，旧来の財政学体系において予算論がどのように位置づけら
れていたか検討している。
　18世紀末に著わされたスミスの財政学には予算論が欠落していた。これは予算制度がまだ確
立していなかったという事情によるところもあるが，「しかし市民社会の発展を楽観するスミ
スの立場にしてみれば，国家と国民経済との矛盾は，商工業や自由競争の発展の中で調整され
42）島恭彦『財政学概論』前掲，27－28頁。
43）高橋誠「予算論」前掲，234－235頁，西山一郎「イギリスにおける19世紀の大蔵省統制」大川政三・石
弘光編『財政学研究』勁草書房，1976年，51－74頁。
44）拙稿「予算論の現代的課題」関西大学商学会『商学論集』第53巻第６号，2009年２月，所収。
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るはずであって，とくべつ予算の問題をとりあつかう必要もないのである。これはまた経費論
の中で，司法費（裁判の費用）をあつかって，警察費を論じていないというところにもあらわ
れている。スミスにすれば，私有財産権の侵害は，裁判所の機能を通じて，財産所有者相互の
間で平和に解決される問題であった45）。」
　19世紀の古典経済学とドイツ財政学（ワグナー，バステーブル，ロッツなど）に共通する特
徴の一つは，「租税の国民経済的影響を重視し，租税を通じて国家の財務行政をコントロール
しようとするブルジョア民主主義（ドイツ財政学ではその形骸である立憲的王制）を反映して
いた」ことであり，もう一つの特徴は，「公的家計の原則（健全財政の原則）に従って，個々
の財政問題を整理していた」ことである。これらの財政学体系はすべて「経費と収入とを区別
し，両者の調整を行う民主主義的予算の原則，また会計の原則を前提としている。つまり財政
学は財政全般のもつ政治経済的意義を問題にするよりも，公的家計の内部的秩序を重視する方
向をとっていたのである46）。」
　しかし20世紀になると，このような旧い財政学体系の書き換えをせまるつぎの六つの財政現
象が生成・発展してくる47）。（１）第１次大戦による軍事費の膨張を基礎とする財政規模の恒
常的拡大，（２）「租税国家の危機」（シュンペーター）と呼ばれるような，第１次大戦後の資
本主義国家と体制の危機，（３）第１次大戦後における移転的経費の増大，（４）投資的経費ま
たは公共投資のウェイトの増大，（５）地方財政の意義の増大，または中央政府と地方政府の
財政的連関の緊密化，（６）財政政策（フィスカルポリシー）の登場。
　これらの現象は，20世紀の二つの世界大戦を経る過程で深化した「国家（財政）と国民経済
とのいよいよ緊密な連関48）」をあらわしているのである。こうして第２章から第５章では，経
費，租税，公信用および公共投資，地方財政（中央政府と地方政府の財政的連関）の順に，そ
れぞれの財務行政の領域にあらわれた20世紀の財政現象が分析され，締めくくりにおかれた第
６章で，新しい財政学の体系における予算論の内容と方法が示されている49）。
　両次大戦を経るなかで財務行政の国民経済管理機能がたかまり，政府活動が単純な行政活動
ではなく，さまざまの政府企業や政府投資，政府資産を媒介としておこなわれる複雑多様なも
のになると，旧い予算原則に縛られ，現金主義や単式会計に基礎をおく旧来の官庁会計では，
財務行政を執行することに著しく支障をきたすようになった。こうして，財務官僚制のなかに
民間経営の投資決定の手法や会計方式が浸透し，複式予算や事業別予算の構想が生まれた。し
45）島，前掲書，16－17頁。
46）同前，20頁。
47）同前，21-24頁。
48）同前，24頁。
49）島は，財政現象の国際的側面（経費や租税の国際的分担，国際間の公信用や公共投資）について，『概論』
ではとりあげられていないが，１章を設けて考察する値打ちのある重要な問題であると述べている。同前，
ⅱ－ⅲ頁。
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かし，財務行政はどのような形態をとって発動したとしても，それは単なる経済活動ではなく，
国民経済とのあいだの矛盾をはらむ権力的行動である。
　「そして経費，租税，公信用，地方財政等を通じて，財務行政権力が発動するならば，それ
ぞれについて国民各層の利害関係，要求が反作用し，財務行政を規制しようとする。ところで，
財務行政を民主的に規制し，財務行政と国民経済との関係を政治的に調整する制度が予算制度
であった。したがって予算論は単なる財政収支調整論ではない。（中略）むしろ財政収支の調
整を通じて財務行政を統制することが予算論の主要な内容である50）。」
　ここには，ブルジョア民主主義の予算原則によって公的家計の内部秩序を維持することを重
視した旧い財政学と予算論を書き換え，財政収支の調整を通じて財務行政権力の国民経済に対
する作用（国家の経済的力能）をコントロールする予算の機能を重視する，新しい予算論が提
起されている。前節の考察と総合するならば，この予算論の根底には，国家の経済的力能に内
在する「一方で所有を収奪し，他方でそれを保護する」という矛盾から生まれる国民諸階層の
経済的利害をめぐる抗争に注目し，その政治的調整過程を通じて発展する予算制度の民主主義
的機能をとらえる視角が据えられているのである。政治過程や民主主義の諸制度そのものは財
政学の対象ではないが，「予算制度は財政と国民経済との政治的調整の経済的側面であって，
財政学の対象である」そして「国民の民主主義運動の消長の中に，予算制度の発展と変貌もみ
られるのである」という島の言葉は，このような予算をめぐる財政現象をとらえる視角をあら
わしていたといえよう。
　さて，この小論では予算論の現代的発展をもとめて，島恭彦の財政学を基礎づけている「社
会科学としての財政学と予算論」の方法を考察してきたが，『財政学概論』が著わされてから
半世紀を経るあいだに，国家をグローバルな構造と運動過程に組み入れた資本制社会は新たな
段階へ移行した。21世紀の資本制社会は，その特徴をとらえて「グローバル資本主義」「金融
資本主義」「情報資本主義」などと呼ばれているが，それはかつてマルクスとエンゲルスが近
代の市民社会にみいだした「所有の発展にたいする国家のあらゆる干渉を排除したところの純
粋の私的所有51）」の極致としてグローバルな投機的金融活動のための巨大なキャッシュ・フロ
ーを生み出す資本と，「富と文化の世界」のただなかで生み出された「ビタ『一文なしの』人
類大衆52）」が，国境を超えて流動する社会である。島が分析した20世紀の財政現象を超えた新
しい現象は，こうした「市民社会の現代的構図」のなかにみいだされるだろう。だがすでに紙
数が尽きて，この新しい財政現象とはどのようなものかを考察することは，つぎの課題としな
50）同前，303-304頁。
51）K. Marx, F. Engels, Deutche Ideologie, I, Feuerbach, op. cit., SS. 62（『全集』第３巻，57頁）。
52）Ibid., SS. 34（同前，30頁）。
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ければならない53）。ここでは，以下の結論を述べてこの研究ノートをとじることとする。
　すなわち，林栄夫が評したように，島財政学の方法が「資本主義発展の各段階に対応する財
政現象を貫いてこれを根本的に規定している内在的法則性」を求めようとしたものであるなら
ば，『財政学概論』は，21世紀の財政現象を分析し財政学と予算論の現代的再生をはかるために，
あらためて研究されるべき古典である。
53）拙著『巨大都市の危機と再生─ニューヨーク市財政の軌跡─』（有斐閣，2008年）は，20世紀の末から21
世紀への過渡期に「世界都市」（Global City）とよばれたニューヨーク市の構造転換過程を予算論の視角か
ら分析し，巨大都市に生まれつつある「21世紀の市民社会の構図」を明らかにする試みであった。
